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所有者不明土地の解消に向けた民事基本法制の見直し

相続登記がされないこと等により、所有者不明土地（※）が発生

○ 相続登記の申請は義務ではなく、申請しなくても不利益を被ることは少ない

○ 都市部への人口移動や人口減少・高齢化の進展等により、地方を中心に、土地の所有意識が希薄化 ・ 土地を利用したいというニーズも低下

○ 遺産分割をしないまま相続が繰り返されると、土地共有者がねずみ算式に増加

○ 所有者の探索に多大な時間と費用が必要（戸籍・住民票の収集、現地訪問等の負担が大きい）

○ 所有者の所在等が不明な場合には、土地が管理されず放置されることが多い

○ 共有者が多数の場合や一部所在不明の場合、土地の管理・利用のために必要な合意形成が困難

⇒ 公共事業や復旧・復興事業が円滑に進まず、民間取引が阻害されるなど、土地の利活用を阻害

⇒ 土地が管理不全化し、隣接する土地への悪影響が発生

問題点

広場等としての利用が
困難となっている例
(出典：国交省)

背景

課題

○ 所有者不明土地等対策の推進に関する基本方針（関係閣僚会議決定）

「民事基本法制の見直し等の重要課題については、今後、さらに具体的な検討を進め、今年度（令和２年度）中できるだけ速やか
に必要となる法案を提出するなど、期限を区切って着実に対策を推進する。」

○ 骨太の方針2020 「所有者不明土地等について、基本方針等に基づき対策を推進する。」

政府方針

など

【民法等一部改正法・相続土地国庫帰属法の概要】

※ 所有者不明土地とは・・・

①不動産登記簿により所有者が直ちに判明しない土地

②所有者が判明しても、その所在が不明で連絡が付かない土地
相続登記の未了

66％
住所変更登記

の未了 34％

原因

所有者不明土地の割合
(H29国交省調査) 22 %

高齢化の進展による死亡者数の増加等により、今後ますます深刻化するおそれ
所有者不明土地問題の

解決は、喫緊の課題
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両法律の概要

所有者不明土地の発生予防と、既に発生している所有者不明土地の利用の円滑化の両面から、

総合的に民事基本法制を見直し

土地を手放すための制度

（相続土地国庫帰属制度）の創設

２

発生予防

土地利用に関連する民法の

規律の見直し

３

土地利用の円滑化

登記がされるようにする

ための不動産登記制度の見直し

発生予防

１

原則として公布（R3.4.28）後２年以内の政令で定める日

施行日等

＊ のうち、相続登記義務化関係の改正については公布後３年以内の政令で定める日、

住所変更登記義務化関係の改正については公布後５年以内の政令で定める日

１

法案提出
パブリック･コメント
提出意見数 249件

（個人 143件、団体 106件）

中間試案
取りまとめ

民法・不動産登記法部会
における調査審議開始

法制審議会
へ諮問

2019年2月 12月 2020年1月～3月 2021年2月 3月 4月

＊ 政令は未制定

■民法等の一部を改正する法律（民法等一部改正法）

■相続等により取得した土地所有権の国庫への帰属に関する法律（相続土地国庫帰属法）

・ 相続登記・住所変更登記の
申請義務化

・ 相続登記・住所変更登記の
手続の簡素化・合理化

・ 相続等により土地の所有権を取得
した者が、法務大臣の承認を受けて
その土地の所有権を国庫に帰属させ
ることができる制度を創設

・ 所有者不明土地管理制度等の創設

・ 共有者が不明な場合の共有地の利
用の円滑化

・ 長期間経過後の遺産分割の見直しなど
など

成立・公布
法制審議会
要綱決定

【検討の経過】
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